指導契約
OOOO株式会社（以下、「甲」という）とOOOO株式会社（以下、「乙」という）とは、甲は乙へ株券、債券、新株発行引受権利書、転換社債権利書、株券買付の払う証憑及び受益証憑の発行申請に関する事項の依頼について、次のとおり、指導契約を締結する。
1、 甲は、株券、債券、新株発行引受権利書、転換社債権利書、株券買付の払う証憑及び受益証憑を発行している際、法令により主務機関に申請、提出する必要がある事項等、一切の手続きは、甲の負担とする。
2、 甲は、株券、債券、新株発行引受権利書、転換社債権利書、株券買付の払う証憑及び受益証憑の発行につきまして主務機関の承認を得た上で、乙に下記の書類を提供する必要がある：
1． 経済部より発行された免許取得通知書の見本及び営業許可証コピー　各一部
2． 会社定款、株主名簿、取締役員及び監査役の名簿　各一部。
3． 発行された株券、債券、新株発行引受権利書、転換社債権利書、株券買付の払う証憑及び受益証憑は、各種種類の株券サンプル一枚を提供、興櫃株式の場合は五枚を提供とする。
4． その他の書類は乙の要求に基づき提供とする。
3、 甲は、今回株券発行等の業務を進めている上で、乙が損失を被らないと確保するべきである。主務機関に申請している際、甲が提出の書類に不実記載があり、或は法令に違反された方法で乙を欺き、乙に不実な証明をさせられる場合には、法人代表及び行為者が法律より民事責任及び刑事責任を負うべきものであるところ、乙の従業員、代理人、他の第三人に対して甲の不実行為に伴う損害、損失、賠償等は、甲の負担とする。
4、 乙は下記の内容に基づき株券発行申請、審査業務を遂行とする：
1． 株券発行の申請を審査している際、会社の全部事項登記表、株券の内容、印鑑の仕様、紙の質、番号つき、株価、株の数量、総金額等を詳細に審査、記載する必要である。
2． 審査を受けた株券、債券、新株発行引受権利書、転換社債権利書、株券買付の払う証憑、受益証憑の印鑑式様及び審査を受けた証券サンプルは、経済部及び省（市）政府建設庁（局）へ送付、審査されるべきとする。公開発行会社は、財政部証券管理委員会にも送付する必要である。取引市場で集められ、取引される株式は、財政部証券管理委員会だけではなく、証券取引所に送付、そして証券取引所から証券会社に渡すことになる。証券会社の営業場所で取引られた株券は、証券商業公会へ送付する必要であり、そして公会から合法の証券会社に渡し、別々に予備として保存する。
3． 審査の株券数量は、主務機関が認証した発行総金額の中の実際発行金額及び実際収入の株券数量より超過するべきではならない。
4． 証券を更新する或は分割する際、原株券を回収、失効させた後審査証明を申請できることである。
5． 再交付の証券は、記名株券や、無記名株券や、申請者は公示催告手続を経て裁判所が行う裁判であり、原株券の無効と判決した後、除権決定書の見本で再審査とする。
6． 発行者の株式は、審査されている際、発起人の株式は、本株券は会社設立登記後一年を経なければ譲渡不可と注記するべきである。
5、 審査の費用につきまして、甲は、下記の内容に基づき乙に支払うべきである：
1． 審査費用は、新発行証券の発行総面額の万分之三と計算する。但し、計算した後、金額はNTD三千元に未満である場合、NTD三千元とする。NTD五十万元を超過した場合、五十万元とする
2． 証券の再交付、更新、合併、分割の場合、審査費用は証券面額の万分之三と計算する。但し、証券を保管事業所に集め、一気に発行会社に送付、審査を申請する場合、審査費用は面額の万分の〇．三と計算する。
上記の計算方式を変更する際に、主務機関から承認を得た上で施行できることであり、変更した規定で取り扱う。
6、 本契約書に定めのない事項は、会社法、証券会社管理規則、その他の関連法令及び乙の営業規則により処理する。
7、 以上契約の証として、本書を二通を作成し、甲乙記名押印の上各自一通を保有とする。若干のコピーを作成し、甲は一通を主務機関に転送する以外、甲乙は各自その他のコピーを保存とする。
　　　　　　　　　　　　　　甲{委託者}：　OO株式会社
　　　　　　　　　　　　　　代表人：　OOOO
　　　　　　　　　　　　　　住所：　OOOO
                            乙(受託者)：　OO株式会社
　　　　　　　　　　　　　　代表人：　OOOO
                            住所：　OOOO
中   華   民   國    八十五    年     四    月     十五    日
